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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (千円) 1,270,701 1,807,784 1,145,644 759,877 787,120 

経常利益又は 

経常損失（△） 
(千円) 81,565 103,920 86,977 △262,688 △342,306 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
(千円) 45,063 63,460 54,805 △272,383 △410,756 

持分法を適用した場合 
の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 370,000 616,500 616,500 616,500 1,116,368 

発行済株式総数 (株) 6,300 13,600 13,600 27,200 33,897 

純資産額 (千円) 605,309 1,304,570 1,359,376 1,086,992 1,675,972 

総資産額 (千円) 1,239,821 2,469,758 1,752,328 1,353,215 1,959,976 

１株当たり純資産額 (円) 96,080.94 95,924.31 99,954.14 39,962.97 49,443.10 

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当
額) 

(円) 

(円) 

― 

(―)

―

(―)

―

(―)

― 

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△） 
(円) 7,152.98 5,021.41 4,029.83 △10,014.10 △13,593.10 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.82 52.82 77.58 80.33 85.51 

自己資本利益率 (％) 7.73 6.65 4.11 △22.27 △29.73 

株価収益率 (倍) ― 238.98 122.09 ― ― 

配当性向 (％) ― ― ― ― ― 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 211,169 △14,303 △32,263 △15,059 △359,842

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △234,727 △40,716 △319,351 △121,260 △17,038

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 627,427 ― △3,487 989,432

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(千円) 467,127 1,039,535 687,919 548,112 1,160,663

従業員数 (名) 24 20 20 23 26 



(注) １ 当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記載してお

りません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第７期までは潜在株式が存在しないため記載しておりません。第８期

は、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失のため記載しておりません。 

５ 第４期の株価収益率については、非上場、非登録であり期末日の株価が把握できないため記載しておりません。 

６ 当社は、平成15年６月１日付で普通株式１株につき２株の分割を行っております。 

７ 第６期の株価収益率の算定に当たり、平成17年３月31日における株価を修正して算出しております。 

これは、株式分割（１：２）により、平成17年３月31日の株価が株式分割の権利落後の価額になっているためです。 

   参考 平成17年３月31日 株価終値 246,000円 

      株価収益率 246,000×2÷4,029.83＝122.09 

８ 当社は、平成17年５月20日付で普通株式１株につき２株の分割を行っております。 

９ 純資産額の算定にあたり、第８期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しておりま

す。 

  

  



２ 【沿革】 

当社社長である松原謙一は、長年遺伝子関連の先端研究を行っており、この研究活動の成果を事業化するととも

に、高い技術を保持し、かつグローバルな視点からの競争力のある技術を絶えず開発していくことでわが国のバイオ

産業の発展に貢献するため、この目的に賛同されたライフサイエンス分野で活躍されている方々の出資、協力を受

け、平成11年４月１日に当社を設立いたしました。 

  

  

年月 経歴 

平成11年４月 
株式会社デイエヌエイチップ研究所を神奈川県横浜市保土ヶ谷区に設立
(資本金2,200万円)、ＤＮＡチップの研究を開始 

平成11年４月 日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社(以下「日立ソフト」)と共同研究開始 

平成11年５月 資本金4,200万円に増資 

平成11年８月 国産第一号となる汎用ＤＮＡチップ「Yeast Chip ver 1.0」を販売開始 

平成11年９月 資本金4,400万円に増資 

平成12年12月 資本金5,500万円に増資 

平成13年12月 横浜市鶴見区(「横浜サイエンスフロンティア」地区)に本社移転、集約化 

平成14年３月 資本金3億7,000万円に増資 

平成14年９月 Ace Gene「Human Oligo Chip 30k」を販売開始 

平成14年11月 商号を「株式会社ＤＮＡチップ研究所」に変更 

平成15年６月 普通株式１株を２株に分割（分割により増加した株式数：普通株式6,300株） 

平成15年６月 Ace Gene「Mouse Oligo Chip 30K」を販売開始 

平成16年３月 東京証券取引所マザ－ズ市場に株式上場 

平成16年３月 資本金6億1,650万円に増資 

平成16年６月 「Ace Gene 30K on One Chip version」を販売開始 

平成16年９月 「Hyper Gene Rat cDNA Chip」を販売開始 

平成17年５月 普通株式１株を２株に分割（分割により増加した株式数：普通株式13,600株） 

平成17年11月 新規なアミノ化試薬を開発し、シグマアルドリッチジャパン株式会社とライセンス契約を締結 

平成18年４月 「Ace Gene Premium Human」を販売開始 

平成18年５月 「Probe Bank」を搭載した「3D-Gene」（酵母全遺伝子型チップ）を販売開始 

平成18年６月 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行（発行総額10億円） 

平成18年11月 米国Agilent Technologies Inc.とＤＮＡマイクロアレイ事業で戦略的提携 

平成18年12月 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の全額株式への転換完了 

  資本金11億1,636万円に増資 

平成19年５月 「ConPath Chip」及び「ConPath Navigater」を開発し、新たな受託解析事業を開始 



３ 【事業の内容】 

当社は、受託解析及びＤＮＡチップ関連技術開発、ＲＮＡチェック技術開発を行う「研究受託事業」と、ＤＮＡチ

ップ、ライフサイエンス関連機器(ソフトウェア等を含む)、並びにバイオ関連情報機器の販売を行う「商品販売事

業」を主な事業の内容としております。 

過去３期間における事業別売上高推移は次の表のとおりであります。 

  

(注) １ 数量については、その内容が多岐にわたるため記載を省略しております。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

(1) 研究受託事業 

研究受託事業では、大学・政府等の公的研究機関、製薬会社、食品会社、化粧品会社及び検査・診断会社等のバイ

オ関連企業から、ＤＮＡチップ関連の解析や統計処理、顧客要求仕様に基づいたＤＮＡチップ（受託チップ）の開発

を受託しております。 

また、大阪大学や金沢大学、埼玉医科大学等との共同研究を通して、将来の診断・創薬に役立つＲＮＡチェック技術

の実用化に向けた研究を進めております。 

さらに、これらに加えて、国家プロジェクト等からの研究開発事業等を含めて、わが国の遺伝子発現情報の収集に

寄与すべく研究を進めております。 

当社が当事業年度に参画した国家プロジェクト等からの研究開発事業は以下のとおりです。 

・「発現遺伝子解析を用いた血液診断システムの開発」 

  （経済産業省関東経済産業局：平成１８年度地域新生コンソ－シアム研究開発事業） 

・「新しい素材と設計に基づくシグナル伝達パスウェイ解析用ＤＮＡチップの試作」 

  （独立行政法人科学技術振興機構：平成１８年度革新技術開発研究事業） 

・「機能性ＲＮＡの産業応用へ向けての基盤研究のための調査研究」 

  （社団法人バイオ産業情報化コンソ－シアム：平成１８年度戦略的技術開発委託費（機能性ＲＮＡプロジェクト

に係るもの）） 

これらの経験に基づき、製薬・食品等の企業向けの、高次データ解析による遺伝子データの高付加価値化などを通

じて、顧客の各レベルの要望に応じたコンサルテーションを行っております。 

  

① 受託解析サービス 

・サンプルのラベリング及びハイブリダイゼーション 

顧客から送付されたサンプル(ｍＲＮＡ等)に蛍光試薬をラベリングし、ＤＮＡチップへのハイブリダイゼーシ

ョンを行います。 

・ＤＮＡチップの読み取り 

顧客から送付されたＤＮＡチップを、当社所有の装置にて読み取りを行い、画像データを返送します。 

・データ解析、データマイニング 

事業別 
平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 

売上高 
(千円) 

構成比
(％) 

売上高
(千円) 

構成比
(％) 

売上高 
(千円) 

構成比
(％) 

研究受託事業 552,035 48.2 310,339 40.8 310,173 39.4 

商品販売事業 593,609 51.8 449,537 59.2 476,947 60.6 

合計 1,145,644 100.0 759,877 100.0 787,120 100.0 



顧客から送付されたＤＮＡチップの読み取り画像をもとに、各種の解析を行います。 

  

② ＤＮＡチップ作製サービス 

顧客の解析目的に応じたＤＮＡチップを作製します。具体的には、当社が保有する種々のｃＤＮＡライブラリ

や顧客から送付されたＰＣＲ産物注)またはオリゴヌクレオチド等から、顧客要望に応じたＤＮＡチップを作製

します。また、顧客が希望する遺伝子に対応するオリゴヌクレオチドセットを設計し、オリゴチップを作製し

ます。なお、ＤＮＡチップの作製にあたっては、製造は日本碍子株式会社やアジレント・テクノロジ－株式会

社等に依頼します。当社が保有するｃＤＮＡライブラリは、酵母、ラット肝・腎・生殖器、マウスの脳を含め

た10臓器等があります。 

  

・上記① ②のサービスを、受託解析サービスとして全体まとめての提供も行います。 

  

注) ＰＣＲ産物：ＰＣＲ(Polymerase Chain Reaction)とはＤＮＡ分子を数十万～百万倍に増幅する技術のことで、ＰＣＲ

産物とは、その増幅されたＤＮＡ分子のことです。 

  

③ 研究開発 

・遺伝子発現情報の収集・解析とＤＮＡチップ基板技術の開発 

大学・研究機関との共同研究等により、将来の診断・創薬に役立つＲＮＡチェック技術の実用化のための遺

伝子発現情報の収集・解析を進めております。さらに、ＤＮＡチップの高品質化を目的に、基板として使われ

ているスライドガラスの改善(レーザの乱反射を防止し、より精密な読み取りができる無蛍光で表面が平滑なス

ライドガラスの選定)と、スライドガラス表面へＤＮＡを効率よく吸着させるコーティング方法も合わせて開発

しました。 

・オリゴチップの開発 

細胞から取り出したＤＮＡに替わり、解読されたゲノムの塩基配列情報に基づいて人工的に化学合成したオ

リゴヌクレオチドを使用したＤＮＡチップ(オリゴチップ)を開発しました。本開発にともない、オリゴヌクレ

オチドをチップ上に化学的に固定する技術や高品質のオリゴヌクレオチドを生成する技術も合わせて開発しま

した。 

調べたい遺伝子が稀にしか発現しない遺伝子の場合、そのｃＤＮＡを取得すること自体が難しく、目的の遺

伝子を搭載したＤＮＡチップを作成することは非常に困難でした。これに比べ、オリゴチップでは、目的の遺

伝子を搭載することが容易になります。オリゴチップは、各遺伝子の特異的なＤＮＡの部分配列のみをスポッ

トしているため、反応性も向上し、精度の高い結果を得ることができます。 

 なお、ヒト、マウス及び酵母の遺伝子を代表するオリゴヌクレオチドを搭載した網羅的オリゴチップを開

発・販売し、大量の分析を希望する顧客に敏速に、且つ安価に提供することができるようになりました。 

・次世代チップの研究 

これまでの網羅的チップから研究者の目的に沿った目的別チップ、パスウェイ解析用チップ等の研究、開発を進めており

ます。また、これら目的別チップやパスウェイ解析用チップは今後の健診ビジネスに向けたＲＮＡチェック用チップ開発の

ためのベースになるものと位置付けております。 

  



「研究受託事業」の系統図は次のとおりであり、以下の３つからなっております。 

(ｉ) 受託解析サービス：受託解析結果を販売会社経由又は直接販売いたします。 

(ⅱ) 受託チップ作製サービス：受託チップの開発・製造(製造は日本碍子株式会社（以下日本ガイシ）或いはア

ジレント・テクノロジ－株式会社（以下アジレント）に依頼)を行い、販売会社経由又は直接販売しており

ます。 

(ⅲ) 研究開発：ＤＮＡチップ関連技術の研究開発を当社の独自技術で推進しておりますが、さらに日立ソフトウ

ェアエンジニアリング株式会社（以下日立ソフト）、東レ株式会社（以下東レ）等のバイオ関連企業及び大

学、公的研究機関等との共同研究も行なっております。 

  

  

 
  



(2) 商品販売事業 

商品販売事業では、当社が日立ソフトから研究受託して開発した汎用チップであるｃＤＮＡチップ、オリゴチップ

（平板型チップ注1）及びビーズ型チップ注2））を販売しております。 

また、ＤＮＡチップに関連するライフサイエンス関連機器（ソフトウェア等を含む）については、当社での使用経験

に基づき、顧客要望に応えられる機器をメーカーから取り寄せ、販売しております。 

  

注1）平板型チップ：スライドガラス等の平らな基板上にｃＤＮＡまたはオリゴヌクレオチドを高密度に貼り付けたチップです。

注2）ビーズ型チップ：５.６×１０－３mmという微細なビーズ表面にオリゴヌクレオチドまたはｃＤＮＡを貼り付けたチップであ
り、同時に検出できる遺伝子の種類は平板型チップほど多くありませんが、液状状態で取り扱えるため、検体との結合反応

も効率が良く、短い時間で手軽に実験できるという特徴をもっています。 

  

① 汎用チップ・ライフサイエンス関連機器の販売 

商品販売事業における汎用チップ・ライフサイエンス関連機器の系統図は次のとおりであり、以下の２つから

なっております。 

(ⅰ) 汎用チップ：日立ソフト、東レと共同開発し、日立ソフト、東レが製造した汎用チップ及びアジレントの汎

用チップを仕入れ、販売会社経由又は直接販売しております。 

(ⅱ) ライフサイエンス関連機器：当社での使用経験に基づき、顧客要望に応えられる機器をメーカーから取り寄

せ、販売会社経由又は直接顧客に販売しております。 

  

 
  



② 遺伝子関連実験・解析システム提供サービス 

顧客要求仕様を分析し、研究や実験を効率的に進められるライフサイエンス関連機器を選定するとともに、バ

イオインフォマティクス注）による研究に必要なバイオ関連情報機器(ソフトウェア・データベース・ハードウェ

ア)を組合せた「遺伝子関連実験・解析システム提供サービス」を行っております。 

  

注）バイオインフォマティクス：生命現象の研究をスムーズに行うための、生物科学と融合した情報処理技術のことです。

具体的には、膨大な遺伝子情報から有用な知識を発見したり、実験計画の立案をしたりする為のデータベースの構築

や、これらのデータベースを有機的に統合化し、生物をシステムとして理解することを目指します。 

  

商品販売事業における遺伝子関連実験・解析システム提供サービスの系統図は次のとおりであり、以下の２つ

からなっております。 

(ⅰ) ライフサイエンス関連機器：機器製造・販売会社より一般流通のライフサイエンス関連機器等を仕入れ、Ｓ

Ｉ事業者取りまとめ経由あるいは直接顧客に販売しております。 

(ⅱ) バイオ関連情報機器：機器製造・販売会社よりバイオ関連情報機器を仕入れ、ＳＩ事業者取りまとめ経由あ

るいは直接顧客に販売しております。 

(注) 当社が顧客ニーズを満足する遺伝子解析用ライフサイエンス関連機器の選定や、バイオインフォマティクスに対する顧

客要求仕様の分析と機種選定、システムコンサルテーションを提供することに基づいて上記(ｉ)(ⅱ)の販売を行ってお

ります。 

  

 
  



４ 【関係会社の状況】 

  

当社の筆頭株主である日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社（以下日立ソフトと略す）は、当社の株式を

3,266株（議決権比率9.6%）保有いたしておりますが、前期より当社は同社の持分法適用会社に該当しないこととな

りました。 

なお、日立ソフトは引き続き筆頭株主であり、事業面におきましては従来通り良好な関係を継続し、良きパ－トナ

－として連携していく方針であります。 

  

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 前事業年度に比べ従業員が3名増加しておりますが、この増加は研究活動強化のため研究員を増強したものであります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合の結成はありませんが、必要の都度従業員代表と意見交換を行っております。その結果、労使関係は相

互信頼のもと安定的に維持されております。 

  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

26 38.1 2.8 5,480 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、原油価格の高騰が懸念されるものの企業業績の向上を背景に設備投資が堅調に推移

する中で、雇用情勢や家計所得の改善により個人消費も緩やかに上向き、景気は回復基調を維持しました。また、

消費者物価や不動産価格が上向く等、資産デフレを脱却したと言える状況となりました。 

当社事業を取り巻く環境は、医療費抑制策の強化や受診料個人負担の増加等により、国内市場拡大が抑制される

傾向が続いておりますが、一方では第５次医療法改正による、いわゆる「混合医療」に係る規制緩和をはじめ、制度

面での大きな変化が予想されるなど、先端医療の普及を促進する環境が整いつつあります。また、社会の急速な高齢

化や死因の上位を占める癌や肥満等のメタボリック・シンドロームに対する予防医療の必要性が高まってきており、

これに伴う研究開発競争は熾烈化しております 

この様な状況下において、当社は個人化医療実現時の診断ビジネスの早期展開に向けた診断チップの開発や関連

事業会社とのアライアンス推進等主要テーマに資金を投入し、さらなる事業基盤の確立を加速していくことを目的と

して、平成18年6月に第三者割当てによる第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行しました。さらに、平成

18年11月に米国Agilent Technologies Inc.（以下「アジレント」）と戦略的提携契約を締結し、市場ニーズに沿っ

たより幅の広い研究者の要望に応えられるマイクロアレイの供給や受託解析が可能になりました。また、開発部門、

営業部門それぞれに経験豊富なマネージャを採用し、体制の充実・強化を図りました。 

事業部門別事業状況は次のとおりです。 

  

研究開発事業においては、公立機関の研究受託公募に新技術を活用した研究開発を積極的に提案し、前期に引き続

いて経済産業省関東経済産業局及び社団法人バイオ産業情報化コンソーシアムに提案が採択されました。また、新た

に独立行政法人科学技術振興機構の「平成18年度革新技術開発研究事業」及びＮＥＤＯ「平成18年度課題設定型産業

技術開発助成金」への提案が採択されました。 

新製品開発においては、平成18年4月に従来製品の約2～5倍程度の感度向上を図った「AceGene Premium Human」、

東レ株式会社との共同開発製品である「3-D Gene yeast Oligo chip 6K」をそれぞれ開発完了し販売を開始するとと

もに、ＤＮＡチップに搭載されるオリゴプローブ自体を独自技術により高性能化した「ProbeBankTM」を開発し、受

託解析サービスの受注を推進しました。さらに、平成18年11月からは、アジレントのＤＮＡチップを用いた受託解析

サービスを開始すると共に、大手製薬会社からアジレントのＤＮＡチップを用いた受託解析サービスを受注しまし

た。 

しかし、ＤＮＡチップ市場全体の伸びが鈍化している上に、当社の主な顧客である大学、公立研究機関等のＤＮＡ

チップの使用方法が多様化し、このため同業者間の競争が激しくなってきております。また、アジレントとの戦略的

業務提携の効果が第４四半期にしか貢献できませんでした。 

その結果、当事業年度の売上高は、310百万円（前年同期比99.9%）となりました。 

  

商品販売事業においては、汎用チップは４月から網羅的酵母チップを販売開始しましたが、顧客のチップの利用方

法が多様化し、従来のように網羅的なチップだけでは市場の要望に対応できなくなっております。この対策として、

多様なチップを品揃えているアジレントとの業務提携よりアジレントのチップ販売を開始しましたが、この効果が第

４四半期しか貢献できませんでした。 

一方、一般機器につきましては、第４四半期から米国イルミナ社の高機能シーケンサであるSolexaの販売を開始し

第1号機を独立行政法人理化学研究所に納入いたしました。 



その結果、当事業年度の売上高は、476百万円（前年同期比106.1%）となりました。 

  

以上のことから、当期の売上高は、787百万円（前年同期比103.6％）利益面では、経常損失342百万円（前年同期

は経常損失262百万円）、当期純損失410百万円（前年同期は当期純損失272百万円）となりました。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前期末残高より612百万円増加して1,160百

万円となりました。当事業年度における各キャッシュ・フロ－の状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロ－） 

営業活動によるキャッシュ・フロ－では、前事業年度に15百万円の資金を使用したのに対し、当事業年度は359百

万円となりました。これは主として税引前当期純損失409百万円、売上債権の増加36百万円などによるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロ－） 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度121百万円の支出に対し、当事業年度は17百万円の支出とな

りました。これは主として有形固定資産の取得16百万円によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロ－） 

財務活動によるキャッシュ・フロ－では、前事業年度は株式分割に伴う支出が発生し3百万円の支出となりました

が、当事業年度は平成18年6月に第三者割当てによる第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行したことによ

り989百万円の収入となりました。 

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当事業年度における生産実績を示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当事業年度における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注状況 

当事業年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％) 

研究受託部門 348,450 108.0 

合計 348,450 108.0 

事業部門 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

研究受託部門 184,000 125.5 

商品販売部門 492,697 126.1 

合計 676,697 125.9 

事業部門 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

研究受託部門 314,455 102.9 8,970 191.3 

商品販売部門 472,819 104.4 592 12.6 

合計 787,274 103.8 9,562 101.6 



(4) 販売実績 

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。 

  

  

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％) 

研究受託部門 310,173 99.9 

商品販売部門 476,947 106.1 

合計 787,120 103.6 

相手先 

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

理科研㈱ 47,901 6.3 182,952 23.2 

三共㈱ ― ― 93,809 11.9 



３ 【対処すべき課題】 

当社の事業分野でありますライフサイエンス分野は、今後市場が益々拡大するものと期待されております。このよ

うな環境下における当社の対処すべき課題は次の通りです。 

  

(1) 現状事業の強化 

当社は、現在研究受託事業と商品開発事業の２つの事業を進めておりますが、このうち特に研究受託事業の拡大を

図ることが最重要課題です。このため、新たな研究受託先となるパートナーの開拓を積極的に推進してまいります。 

(2) 診断チップの研究開発の推進 

現在ＤＮＡチップは、研究分野向けを狙った網羅型の平板チップが主流ですが、平成２２年頃になると個人化医療

に対応した診断チップの需要が拡大してくると予想されます。当社はこれに対応するため、大学、公的病院等と共同研

究開発契約を締結し、癌やメタボリックシンドロ－ム、免疫関連等に的を絞った臨床診断チップの開発、事業化を強力

に推進してまいります。 

(3) 人材の確保 

大学、公的病院等と臨床診断チップ等の共同研究開発をすすめていく上では、専門的知識と技術を有した人材の確

保及び育成とその定着を図ることが重要であると認識しております。経験豊富な研究者の確保や新卒者の採用等年々

体制の強化を進めておりますが、今後診断チップ等新たな研究開発を進めていく上で、更なる優秀な研究者の確保が

必要であり、この人材の確保に努めてまいります。一方、評価実験、製造等を担当する技術者(テクニシャン)につき

ましては、作業の機械化や外注等による対応をすすめていく考えです。 

(4) 営業体制の強化 

当社の営業部門は業界の経験豊富なマネージャを新たに採用するなど年々強化を図っておりますが、人員もまだ少

数であり、充分な体制を整えているとは言い難い状況にあります。特に、研究受託事業における受託解析サービスと

商品販売事業における汎用チップ販売については、将来の診断ビジネスへの事業展開を考えると、バイオ業界におけ

る専門知識及びスキルを有した人材の採用等の営業力強化が重要であると認識しております。このため、顧客ニーズ

の迅速な取り込みはもとより、顧客第一主義の徹底を推進するとともに、営業基盤の強化に向けて、人員採用や育成

及び技術部門との連携強化等の施策を講じております。 

(5) 特許対応 

遺伝子関連事業においては、競合会社に対抗していくためには特許権その他の知的財産権の確保が非常に重要であ

ると考えております。当社は、これまでＤＮＡチップ開発のための基礎特許を中心に特許出願を行ってまいりました

が、今後は大学、公的病院等と共同研究開発を進めている臨床診断チップ向けコンテンツの成果を積極的に特許権と

して取得する方針です。このため、共同研究開発契約でも契約先と共同で特許出願を行う権利確保を標準としており

ます。戦略特許に値するものについては、当社単独での出願も行う方針であります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社の事業展開その他に関してリスク要因と考えられる主な事項を記載しております。また、投資家の投資判断

上、重要であると考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から下記に開示しておりま

す。なお、当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針で

す。 

なお、記載における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

（１）当社の事業について 

当社が属しているＤＮＡチップ市場は、国内外を問わないことから、日本国内のみならず世界中の同業他社と競合

状態にあり、また他業種からの参入も増加するとみられ、市場における競争は更に激化することが予想されます。当

社としては、早期にチップの開発、発売を目指しておりますが、他社が同種の製品を当社より先に販売した場合や、

当社よりも安価な製品を販売した場合など、当社が新製品を発売しても期待通りの収益をあげることができない可能

性があります。 

  

（２）経営成績の季節変動について 

現在、バイオ産業は主として国のバイオ関連予算をベースに事業を行っております。これはバイオ企業全体の傾向

であり、当社の顧客も例外ではありません。予算施行が可能となっても、顧客は年度内に予算の施行を行なえば良い

ことから、１月～３月に施行する例が多くあります。同様に、大口案件では導入準備に時間を要することもあり、年

度末近くに納入することが一般的で、このため下期の売上が大きくなる傾向があります。 

また、上期については、前年度内に翌年度予算が国会にて成立した場合においても、予算の施行が早くても７月頃

からとなるため、７～９月に比べ４～６月の売上が少なくなる傾向があります。 

今後については、季節性の少ない民間企業からの受注増加を図り、収益を安定させていく考えです。 

  

（３）経営上の重要な契約等 

当社は平成１９年３月３１日現在、「５．経営上の重要な契約等」に示すとおりビジネス展開上重要と思われる契

約を締結しております。契約先とは密接な関係があり、相互利益のもとに研究開発を推進していることから、当該契

約の解消は低いと考えておりますが、契約が継続されない場合は当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（４）ＤＮＡチップに関する知的財産権について 

① 当社の特許戦略について 

当社が事業を営んでいるバイオ業界は技術革新が著しく、特許が非常に重要視されております。 

当社が現在保有している特許は２件でありますが、これ以外に出願中のものが３２件あります。しかしながら、現

在出願している特許がすべて成立するとは限らず、他社特許に抵触した場合等、当社の事業に影響を及ぼす可能性

があります。 

また、他社特許の抵触は事業に影響する要因のひとつとなるため、当社事業に関連する他社特許については、特

許電子図書館（特許庁）などを利用し、定期的かつ継続的に情報を収集し監視するとともに、重要と思われる特許

については、特許庁から個別に資料を入手し、他社特許の出願・審査状況等の早期把握に努めております。また、

関連特許に問題点等がある場合には、特許事務所など有識者の意見、指導を受け、他社特許に抵触することのない

ように注意を払っております。 

平成１９年３月３１日現在、当社の事業に関連した特許権等の知的財産権について、第三者との間で訴訟やクレ

ームといった問題が発生したという事実はありません。当社として、このような問題を防止するために、上記のよう

な注意を払っておりますが、潜在特許や他社との開発競争の中で、今後どのような特許が成立するか予測しがたいと



ころであり、知的財産権に関する問題を完全に回避することは困難であります。 

したがいまして、仮に第三者の出願した特許が成立し、当社がその第三者の知的財産権を侵害しているという公的

な判断が下された場合、損害賠償金を負担する可能性や、ロイヤリティを支払わざるを得ないという可能性があり、

これらの事態が生じた場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

② 共同研究における特許の帰属について 

当社と大学及びその他公的機関に属する研究者との間で実施する共同研究において、その成果となる知的財産権

に関しては、共同研究開発契約により各々の権利の持分を定めております。今後、大学の特許管理体制の方針転換

が行われた場合、新たな費用発生が生じる可能性があり、当社の事業に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（５）薬事法等の法的規制について 

① 「薬事法」について 

「薬事法」では、人または動物の疾病の診断、治療または予防に使用されることが目的とされているものであっ

て器具器械でないものを医薬品と定めており、医薬品は薬局開設者または医薬品販売業の許可を受けた者でなけれ

ば販売できません。 

ＤＮＡチップは、血液疾患の研究や毒性物質検査、環境ホルモン検査等に使用されるものであり、「薬事法」に

該当する医薬品ではありませんので、薬事法の規制は受けておりません。しかし、ＤＮＡチップのユーザが医療臨

床診断に使用した場合は薬事法に該当することになりますので、ユーザに使用方法の注意を促すため、当社が販売

している汎用ＤＮＡチップのカタログには、「本製品は研究用であり、医療、臨床診断には使用しないようご注意

ください。」と記載しております（なお、現在は研究用のＤＮＡチップを販売しておりますが、臨床診断用チップ

の研究開発を進めており、これを製品化した場合は「薬事法」の対象となる可能性があります）。 

  

② 「組換えＤＮＡ実験指針」について 

本指針は、組換えＤＮＡ実験の安全を確保するために必要な基本条件を示し、組換えＤＮＡ研究の推進を図るこ

とを目的に、昭和５４年８月に内閣総理大臣決定されたものであります。当社では、本指針に規定されている物理

的封じ込めレベルP2（レベルはP1～P4であり、数値が大きいほど高い安全性が要求される）までの実験が可能な施

設を保有しており、本指針に従って実験を行っております。なお「組換えＤＮＡ実験指針」（平成１４年１月３１

日文部科学省告示第５号）の「組換えＤＮＡ実験の安全確保」には以下が示されております。 

(ⅰ) 組換えＤＮＡ実験（以下「実験」）は、その安全を確保するため、微生物実験室で一般に用いられる標準的

な実験方法を基本とし、実験の安全度評価に応じて、物理的封じ込め及び生物学的封じ込めの方法を適切に

組み合わせて計画され、及び実施されるものとする。 

(ⅱ) 組換え動物及び組換え植物の飼育又は栽培の管理は、この指針に定める方法に基づき実施されるものとす

る。 

(ⅲ) 実験従事者、実験責任者、実験実施機関の長及び安全主任者は、規定する任務をそれぞれ適切に果たすもの

とする。 

(ⅳ) 実験計画の策定及び実施に際しては、この指針のほか関係する法令、指針その他の規程を遵守するものとす

る。 

  

③ 「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」および倫理審査委員会の設置について 

遺伝子解析研究は、個人を対象とした研究に大きく依存し、また研究の過程で得られた遺伝情報は提供者及びそ

の血縁者の遺伝的素因を明らかにし、その取扱いによっては様々な倫理的、社会的問題を招く可能性があるという

側面を持っています。 



そこで、人間の尊厳及び人権が尊重され、社会の理解と協力を得て研究の適正な推進が図られることを目的と

し、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」が制定され、平成１３年４月１日より施行されました。 

この指針は、国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）の「ヒトゲノムと人権に関する世界宣言」等を踏まえて策

定された「ヒトゲノム研究に関する基本原則」（平成１２年６月１４日科学技術会議生命委員会取りまとめ）に示

された原則に基づき、また「遺伝子解析研究に付随する倫理問題等に対応するための指針」（平成１２年４月２８

日厚生科学審議会 先端医療技術評価部会取りまとめ）を参考に、ヒトゲノム・遺伝子解析研究一般に適用されるべ

き倫理指針として、文部科学省、厚生労働省及び経済産業省により共同で作成されたものです。ヒトゲノム・遺伝

子解析研究に関する全ての関係者において、この指針を遵守することが求められています。 

当社は、自主研究、共同研究並びに受託研究としてヒト遺伝子解析研究を行うにあたり、「遺伝子解析研究に付

随する倫理問題等に対応するための指針」の趣旨に基づき設置した倫理審査委員会で審査を行い、倫理的・法的・

社会的問題に配慮し、人の尊厳と基本的人権を損なうことなく、適切に研究を実施しております。なお、当委員会

は、以下に該当する研究を実施する場合に開催します。 

(ⅰ) 大学・医療機関および民間機関を含む外部研究機関等より提供された試料等（研究に用いる血液、組織、細

胞、体液および排泄物ならびにこれらから抽出したＤＮＡなど人の体の一部）を用いた遺伝子解析研究 

(ⅱ) 大学・医療機関および民間機関を含む外部研究機関から、ヒト遺伝子情報を受領し、当該研究機関もしくは

第三者研究機関と共同して行う遺伝子解析研究 

  

  

（６）ＤＮＡチップ市場の歴史、会社の歴史が浅いことについて 

ＤＮＡチップの市場は、平成１１年８月に国産第一号商品を当社が開発・販売するなど、比較的歴史が浅い市場

分野であり、また当社自身も平成１１年４月に設立した社歴が浅い会社であります。このため、期間業績比較を行う

には十分な財務数値が得られないうえ、新規開発プロジェクトの存在などにより、過年度の経営成績だけでは今後の

当社業績を予測する材料としては不十分な面があります。 

  

（７）小規模組織であることについて 

当社は平成１９年３月３1日現在で、取締役５名、監査役３名、従業員２６名の小規模組織であります。当社は、

業務遂行体制の充実に努めてまいりますが、小規模組織であり、限りある人的資源に依存しているために、社員に

業務遂行上の支障が生じた場合、あるいは社員が社外流出した場合には、当社の業務に支障をきたすおそれがあり

ます。 

一方、急激な規模拡大は、固定費の増加につながり、当社の業績に影響を与えるおそれがあります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 技術援助契約 

  

(2) 共同研究契約 

  

(3) 売買契約等 

契約締結先 契約名 契約内容 開始時期 

日立ソフトウェアエンジ
ニアリング株式会社 
日本碍子株式会社 

マイクロアレイに関す
る提携契約 

マイクロアレイの製造、販売を共同
して実施することに関する契約 

平成12年６月16日から
１年毎自動延長 

財団法人日本産業技術振
興協会 

再実施権付非独占的実
施権許諾契約 

発明名称「オリゴヌクレオチドプロ
ーブ」の再実施権付非独占的実施権
の許諾 

平成17年10月17日より
本特許の存続期間満了
日まで 

契約締結先 契約名 契約内容 契約期間 

産業技術総合研究所 共同研究契約 
生体関連物質の微量検出を目的とし
た新技術開発に関する共同研究契約 

平成17年4月1日から 
平成19年3月31日まで 
期間後2年間の再契約 

大阪府（代表者： 
大阪府立成人病センタ
ー） 

共同研究契約 
消化器癌の生物学的特性「個性」の
診断法の開発を共同で実施すること
に関する契約 

平成15年６月１日から
平成19年12月31日まで 

大阪大学大学院 
病態制御外科 

研究開発契約 
ヒト消化器癌の生物学的特性「個
性」の診断法の研究開発を共同で実
施することに関する契約 

平成15年12月15日から
平成18年12月14日まで 
以降1年毎の自動延長 

大阪大学 

生命機能研究科 
共同研究契約 

リウマチ等疾患の遺伝子発現特性を

用いて発症リスクの評価や診断法の

確立を共同で実施することに関する

契約 

平成17年11月8日から 

平成20年3月31日まで 

必要に応じて期間延長 

埼玉医科大学総合医療セ

ンター 
共同研究業務実施契約 

末梢血によるリウマチ早期疾患シグ

ニチャー解析法を用いてリウマチの

遺伝子特性に着目した健診・検査用

の診断法の研究を共同で実施するこ

とに関する契約 

平成18年6月21日から 

平成21年6月20日まで 

以降1年毎に自動延長 

金沢大学 共同研究契約 

血液を用いた糖尿病と遺伝子の関係

を判定する方法に関する研究を共同

で実施することに関する契約 

平成18年8月1日から 

平成19年3月31日まで 

やむを得ない事由があ

るときは期間延長 

株式会社総合医科学研究

所 
共同研究契約 

マイクロアレイを利用した解析技術

の疲労定量化技術としての実用化に

向けた研究を共同に実施することに

関する契約 

平成18年12月1日から 

平成19年11月30日まで 

必要に応じて期間延長 

契約締結先 契約名 契約内容 契約期間 

Agilent Technologies  

Japan,Ltd 

DISTRIBUTOR 

PROJECT 

AGREEMENT 

米国アジレント社の正規な代理店と

してアジレント社のマイクロアレイ

関連製品を日本国内で販売できる契

約 

平成18年11月1日から 

1年毎の自動更新 

LSCA  CERTIFIED 

SERVICE PROVIDER 

AGREEMENT 

米国アジレント社の正規なサービス

プロバイダーとして、日本国内で受

託解析を行なうことができる契約 

平成19年4月16日から 

1年毎の自動更新 

東レ株式会社 事業化基本契約 

高感度DNAチップの開発、販売、受

託解析、製造・供給等事業化の基本

条件に関する契約 

平成18年4月20日から 

平成21年4月19日まで 

以降1年毎の自動延長 



６ 【研究開発活動】 

当社の研究開発の目標は、より高品質で有用なＤＮＡチップの開発及び応用技術の利用に必要な要素技術を開発す

ることであります。このために、関連技術を有する大学及び企業等と手を組み共同研究や研究の受託を積極的に推進

しております。 

  

当事業年度における研究開発につきましては、バイオマーカーの探索を目的とした高感度チップの開発を目指し、

独立行政法人産業技術総合研究所と「生体関連物質の微量検出を目的とした新技術開発」の共同研究契約を継続して

推進しました。その結果、これら共同研究の成果として、ＤＮＡチップのコストに大きく影響をおよぼす基板に搭載

する遺伝子を安価、高純度かつより強固に基板に結合できる特殊なオリゴＤＮＡの開発に成功するとともに、その設

計においても遺伝子情報の精度を格段に高めることができる特異性及び反応性の高い技術を開発し、これを「Probe 

Bank」という名称で商品化しました。 

将来の個人化医療に向けた臨床診断チップ開発では、癌診断チップの開発実現を目標に、大阪府(代表者：大阪府立

成人病センター)及び大阪大学大学院医学系研究科と「消化器系癌の診断法の研究開発」、千葉大学大学院医学研究院

と「呼吸器系癌の診断法の研究開発」、また、メタボリックシンドローム関連診断チップ及び免疫関連診断チップの

開発実現を目標に金沢大学大学院医学系研究科と「血液を用いた糖尿病と遺伝子の関係を判断する方法に関する研

究」、大阪大学大学院生命機能研究科と「リウマチ等疾病の遺伝子特性による診断法の確立」、また埼玉医科大学総

合医療センターと「末梢血によるＲＡ早期疾患シグニチャ－解析法の開発と確立」に関する共同研究を進めておりま

す。更に疲労等の診断チップについては株式会社総合医科学研究所と「疲労定量化及びそれに基づく健康に有用な研

究」を共同で進めております。 

  

  

平成１９年３月期の研究開発費は49,556千円であります。 

  

  

（1）研究開発体制 

当社の当事業年度における研究受託事業の売上高と研究開発事業の人員は次のとおりです。 

  

  

  

  

  

  

  

  

（2）共同研究開発内容 

現在進めている、共同研究開発内容は次の通りです。 

事業年度 研究受託売上高 研究人員（期末人員） 

平成１９年３月期 310,173千円 18名 

共同研究提携先 研究内容 開発する診断チップ／コンテンツ 

・大阪府(大阪府立成人病センタ

ーを代表とする約１１の公立病

消化器系癌の診断法の研究 

（大腸癌、胃癌、食道癌、肝癌） 

消化器系癌診断チップ／コンテンツ 



  

  

  

院) 

・大阪大学大学院医学系研究科

外科学講座消化器外科部門 

・千葉大学大学院医学研究院 呼吸器系癌の診断法の研究 

（肺癌、喉頭癌） 

呼吸系癌診断チップ／コンテンツ 

・大阪大学大学院生命機能研究

科 

リウマチ等疾患の遺伝子発現特性を
用いた発病リスクの評価や診断法の
確立 

リュウマチ等診断チップ／コンテン

ツ 

・金沢大学大学院医学系研究科 血液を用いた糖尿病と遺伝子の関

係を判断する方法に関する研究 

糖尿病診断チップ／コンテンツ 

・埼玉医科大学総合医療センタ

ー 

末梢血によるRA早期疾患シグニチャ

－解析法の開発と確立 

リウマチ等診断チップ／コンテンツ 

・産業技術総合研究所 生体関連物質の微量検出を目的とし

た新技術開発 

診断チップの感度向上 

・株式会社総合医科学研究所 疲労定量化及びそれに基づく健康に

有用な研究 

疲労診断チップ／コンテンツ 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

  

  文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

 (1) 重要な会計方針及び見積り 

   当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており、財政状

態及び経営成績に関する以下の分析が行なわれております。 

  

当社は、財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資産・負債の開示、並びに報告

期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなりません。そのため当社

は、貸倒債権、たな卸資産、投資、法人税等、財務活動、退職金、偶発事象や訴訟等に関する見積り及び判断に対

して、継続して評価を行っております。過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき、見積

り及び判断を行い、その結果は他の方法では判断しにくい資産・負債の簿価及び収入・費用の報告数値についての

判断の基礎となります。 

   実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

  

   当社は、特に以下の重要な会計方針が、当社の財務諸表の作成において使用される当社の重要な判断と見積りに

大きな影響を及ぼすものと考えております。 

  

①収益の認識 

 当社の売上高は、通常、注文書に基づき顧客に対して商品が出荷された時点、またはサービス等が提供された時

点に計上されます。但し、特に研究受託事業においては、契約により顧客の検査に合格することが要求されること

があり、その場合には、顧客が検収をした時点で売上を計上しております。 

  

②貸倒引当金 

 当社は、顧客の支払不能時に発生する損失の見積額について、貸倒引当金を計上することにしておりますが、当

事業年度における回収不能見込額はなく、貸倒引当金の計上はありません。但し、顧客の財政状態が悪化し、支払

能力が低下した場合には引当が必要となる可能性があります。 

  

③たな卸資産 

 当社は、市場状況に基づく時価の見積額と帳簿価額との差額に相当する陳腐化の見積額について、評価減を計上

することにしております。当事業年度における評価減の計上はありませんが、実際の将来需要または市場状況が当

社の見積より悪化した場合には追加の評価減が必要となる可能性があります。 

  

  



 (2) 当事業年度の経営成績の分析 

①売上高 

 売上高は、前事業年度に比べ3.6％増収の787百万円となりました。 

  

 研究受託事業の売上高は、前事業年度に比べ0.1％減収の310百万円となりました。これは特に、日立ソフトから

の研究受託売上高が前年度に比べ42.9%と減少した影響によるものです。しかし、公立機関の研究受託公募に新技術

を活用した研究開発を積極的に提案したことにより、独立行政法人科学技術振興機構、経済産業省関東経済産業局

及び社団法人バイオ産業情報化コンソーシアム等に提案が採択されたなかで94百万円の研究受託売上が実現しまし

た。また、ＤＮＡチップ市場全体の伸びが鈍化している上に、当社の主要顧客である大学・公立研究機関等のＤＮ

Ａチップの使用方法が多様化しており、同業者間での競争も激しくなってきております。この対策として、多様な

チップを品揃えしているアジレントとの戦略的業務提携を行なっております。この効果が第４四半期からでてきて

おり、製薬会社からの受託解析サービス売上93百万円等を計上いたしました。 

  

 商品販売事業の売上高は、前事業年度に比べ6.1％増収の476百万円となりました。汎用チップにつきましては、

新製品として平成18年4月に従来製品の約2～5倍程度の感度向上を図った「AceGene Premium Human」、東レ株式会

社との共同開発製品である「3-D Gene yeast Oligo chip 6K」をそれぞれ開発完了し販売を開始しましたが、顧客

のチップの利用方法が多様化し、従来のように網羅的なチップだけでは市場の要望に対応できなくなっており市場

に充分浸透させることができませんでした。この対策として、多様なチップを品揃えているアジレントとの業務提

携よりアジレントのチップ販売を開始しましたが、この効果が第４四半期しか貢献できませんでした。 

 一般機器につきましては、第４四半期から米国イルミナ社の高機能シーケンサであるSolexaの販売を開始し第1号

機を独立行政法人理化学研究所に納入いたしました。 

  

②売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価は、前事業年度794百万円から増加し863百万円となりました。これは商品販売事業の売上が増加したこ

とに伴ない商品仕入原価が増加したものです。また、将来の個人化医療に向けた臨床診断チップの開発を行なって

おり、これに伴う研究投資も増加いたしました。 

 販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ29百万円(12.8％)増加して258百万円となりました。増加の主因は、

研究開発費であり13百万円の増加となりました。これは、当事業年度では公立機関の研究受託公募に提案し採択さ

れた研究の中に補助事業があったため、当社が負担する将来研究費部分は当該研究開発費に計上したためでありま

す。また、バイオ業界における専門知識及びスキルを有した人材の採用等の営業力強化を行なっており、これに伴

う人件費等も増加しております。なお、販売費及び一般管理費の売上高に対する比率は、2.7ポイント増加して

32.9％となりました。 

  

③営業損失 

 前事業年度は営業損失264百万円であったのに対し、当事業年度は営業損失335百万円となりました。これは、将

来の個人化医療に向けた臨床診断チップの研究開発に傾注するため、研究員を増強する等の研究投資が増加したも

のであります。研究開発投資が増加しておりますが、ＤＮＡチップに関連する技術的優位性を高めるための研究開

発活動を反映させたものであります。 

  

④経常損失 

 前事業年度は経常損失262百万円であったのに対し、当事業年度の経常損失は342百万円となりました。営業外費

用（収益）の主な内容としては、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行したことに伴う社債発行費6百万



円及び当該新株予約権行使に伴う株式交付費3百万円等の費用が発生しました。また、営業外収益では、受取利息3

百万円がありました。 

  

⑤特別損失（利益） 

 前事業年度では特別損失（利益）はありませんでしたが、当事業年度は、当社が保有する非上場有価証券につい

て、直近の財務状況及び今後の事業計画に照らして保有する株式の評価見直しを行ない、投資有価証券評価損67百

万円を特別損失として計上いたしました。 

  

⑥税引前当期純損失 

 前事業年度は税引前当期純損失262百万円であったのに対し、当事業年度は、税引前当期純損失409百万円となり

ました。 

  

⑥法人税等 

 当事業年度は税引前当期純損失となったため法人税等は、均等割額のみの計上となりました。 

  

⑦当期純損失 

 前事業年度は当期純損失272百万円であったのに対し、当事業年度は、当期純損失410百万円となりました。 

  



 (3) 資金の状況 

①キャッシュ・フローの分析 

 営業活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度では15百万円のキャッシュを使用したのに対し、当事業年

度の営業活動により使用した資金は359百万円となりました。これは、税引前当期純損失409百万円が発生したこと

が大きく影響したためであります。売上債権は、売上高の増加に伴い36百万円の増加となりました。また、補助金

付研究費の補助金交付対象相当額として25百万円の増加がありました。仕入債務は、商品販売事業の売上高の増加

に伴う仕入高の増加等により8百万円の増加となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度121百万円に対し、当事業年度は104百万円減少し17百万円

を使用しました。前事業年度との差額が大きいのは、前事業年度では投資有価証券の取得100百万円がありました

が、当事業年度では当該取得がなかったことによるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度は、株式分割による支出3百万円がありましたが、当事業年

度では、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行したことにより989百万円の収入となりました。 

  

 これらの活動の結果、現金及び現金同等物の残高は、前事業年度の548百万円から612百万円増加し、1,160百万円

となりました。 

  

②資金需要 

 当社運転資金需要のうち主なものは、研究開発活動に関わる研究用材料等の研究用消耗品購入のほか、研究に付

帯する経費、商品販売事業のための商品購入ならびに販売費及び一般管理費等の営業費用によるものであります。

研究開発費、一般管理費等の営業費用は人件費が主要な部分を占めております。 

  

③財務政策 

 当社は、研究開発投資及び運転資金等の必要資金確保のため、当事業年度において第１回無担保転換社債型新株

予約権付社債を発行し資金の調達をいたしました。 

  

 当社の成長を維持し事業基盤を強固にするためには研究開発・研究設備等への先行投資が不可欠でありますが、

必要となる研究開発投資及び運転資金等に備えるため財務体質の強化を図っており現時点では資金の調達は可能と

考えております。今後につきましては、種々の可能性を考慮し、外部借入先の確保やその他の資金調達方法を検討

してまいります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

設備投資の総額は16,651千円であり、その主なものはマイクロアレイスキャナ－等、研究開発用設備の新設・増強

のための取得であります。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 現在休止中の設備はありません。 

２ 建物(本社事務所)は賃借しており、年間賃借料は54,072千円であります。 

３ 主要なリース設備はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 上記設備計画の完成後における増加能力につきましては、研究開発用設備の新設・増強であり、計数的な把握が困難なた

め記載しておりません。 

２ 上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業区分 設備の内容 

帳簿価額(千円) 
従業員数
(名) 

工具器具備品 建物 合計 

本社・研究所 
(横浜市鶴見区) 

研究受託事業 
研究開発用設備 
及び備品等 

62,098 192 62,291 26

合計 62,098 192 62,291 26

事業所名 
(所在地) 

事業区分 設備の内容 

投資予定額(千円) 

資金調達方法
着手予定 
年月 

完了予定
年月 

総額 既支払額 

本社・研究所 
(横浜市鶴見区) 

研究受託
事業 

研究開発用設備 
及び備品等 

30,000 ― 自己資金 
平成19年 
４月 

平成20年
３月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、平成18年6月21日を払込期日として、第三者割当による第1回無担保転換社債型新株予約権付社債を発

行いたしました。 

 尚、上記無担保転換社債型新株予約権付社債は、平成18年12月7日付の権利行使をもって全額株式への転換が完

了いたしましたので、当事業年度の末日における残高はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 100,800 

計 100,800 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月25日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 33,897 33,897 
東京証券取引所
（マザ－ズ） 

― 

計 33,897 33,897 ― ― 



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 平成15年５月７日開催の取締役会決議により、平成15年６月１日付で１株を２株に分割いたしました。 

２ 有償一般募集（ブックビルディング方式）  

発行価格 680,000円 引受価額 635,800円  発行価額 493,000円  資本組入額 246,500円 

３ 平成17年２月21日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付で１株を２株に分割いたしました。 

  これにより株式数は13,600株増加し、発行済株式総数は27,200株となっております。 

４ 新株予約権の行使による増加であります。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成15年６月１日 
(注)１ 

6,300 12,600 ― 370,000 ― 139,750

平成16年３月18日 
(注)２ 

1,000 13,600 246,500 616,500 389,300 529,050

平成17年５月20日 
(注)３ 

13,600 27,200 ― 616,500 ― 529,050

平成18年８月７日 
(注)４ 

1,087 28,287 99,982 716,482 99,982 629,032

平成18年８月28日 
(注)４ 

1,072 29,359 99,953 816,435 99,953 728,985

平成18年９月12日 
(注)４ 

268 29,627 24,988 841,423 24,988 753,973

平成18年11月７日 
(注)４ 

2,249 31,876 149,985 991,409 149,985 903,959

平成18年12月７日 
(注)４ 

2,021 33,897 124,958 1,116,368 124,958 1,028,918



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

（注）上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が191株含まれております。 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

（注）前事業年度末現在主要株主であった日立ソフトウェアエンジニアリング㈱は、当事業年度末現在では主要株主ではなくなりま

した。 

  

区分 

株式の状況 

単元未満株
式の状況 政府及び 

地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 4 17 64 9 1 5,102 5,197 ―

所有株式数 
(株) 

― 1,119 909 6,218 703 2 24,946 33,897 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 3.3 2.7 18.3 2.1 0 73.6 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱ 
東京都品川区東品川4-12-7 3,266 9.6

松原謙一 大阪府吹田市 1,340 4.0 

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋萱場町1-2-10 1,039 3.1 

日本碍子㈱ 愛知県名古屋市瑞穂区須田町2-56 640 1.9 

枝松七郎 兵庫県神戸市長田区 556 1.6 

大塚栄子 北海道札幌市中央区 480 1.4 

㈱サン・クロレラ 
京都府京都市下京区烏丸通五条下る大坂町

369 
400 1.2 

坪田博之 兵庫県姫路市 360 1.1 

森淳彦 兵庫県神戸市垂水区 321 0.9 

加藤菊也 大阪府枚方市 320 0.9 

計 ― 8,722 25.7 



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の失念株式が191株（議決権191個）含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 33,897 33,897
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 33,897 ― ― 

総株主の議決権 ― 33,897 ― 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  該当事項はありません。 

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

バイオ産業は、市場の拡大や技術革新が急速に進展しており、市場競争力を強化し、収益の向上を図っていくため

には、研究開発費、設備投資等積極的先行投資の継続が不可欠であります。 

この前提に基づき、当社はこれまで利益配当は実施せずに内部留保とし、経営体質の強化と将来の事業展開に備え

てまいりました。一方、株主への利益還元も重要な経営課題と認識しており、中期的な事業計画に基づいた投資を実

行するための内部資金の確保と財務状況、そして利益水準を総合的に勘案し、利益配当を検討してまいります。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本の方針としております。期末配当の決定機関は株主

総会であり、期末配当の基準日を毎年３月31日とする旨、さらに上記のほか基準日を定めて剰余金の配当をすること

ができる旨を定款に定めております。 

 また、中間配当につきましては、取締役会の決議により毎年９月30日を基準日として中間配当を行なうことができ

る旨を定款に定めております。 

 当事業年度の剰余金の配当につきましては、当期純損失を計上することとなり、誠に遺憾ながら無配とさせていた

だきました。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

(注) １ 高・ 低株価は、東京証券取引所(マザーズ)における株価を記載しております。 

２ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

３ 当社株式は、平成16年３月18日から東京証券取引所(マザーズ)に上場されております。それ以前の株価については、該当

はありません。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所(マザーズ)における株価を記載しております。 

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

高(円) ― 1,330,000
1,560,000
※291,000 

410,000 287,000

低(円) ― 1,040,000
351,000

※244,000 
202,000 115,000

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

高(円) 171,000 186,000 151,000 145,000 143,000 141,000

低(円) 127,000 121,000 126,000 127,000 130,000 115,000



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(株) 

取締役社長 
(代表 

取締役) 
  松 原 謙 一 昭和９年２月２日

昭和50年７月

昭和57年４月

平成８年４月

  

平成８年12月

平成９年４月

  

平成11年４月

大阪大学医学部教授 

大阪大学細胞工学センター教授 

大阪大学細胞生体工学センター

教授 

国際高等研究所副所長 

奈良先端科学技術大学院大学バ

イオサイエンス研究科客員教授 

当社代表取締役(現任) 

（注）３ 1,340

常務取締役   
  柴     勉 昭和19年10月27日

昭和43年４月

昭和45年９月

  

昭和62年６月

平成８年８月

  

平成13年２月

  

平成13年９月

平成18年４月

日立電子エンジニアリング㈱入

社 

日立ソフトウェアエンジニアリン

グ㈱転属 

同社第１技術本部第５設計部長 

日立ソフトウェアエンジニアリ

ングヨーロッパ㈱取締役社長 

日立ソフトウェアエンジニアリン

グ㈱マルチメディア推進本部長 

当社常務取締役 事業推進部長 

当社常務取締役(現任) 

（注）３ 10

常務取締役 新規事業 
部長 下 田 正 文 昭和18年７月６日

昭和42年４月

昭和45年９月

  

平成３年２月

  

平成10年２月

平成11年４月

平成13年２月

  

平成15年10月

平成16年１月

  

平成18年10月

吉沢ビジネスマシン㈱入社 

日立ソフトウェアエンジニアリン

グ㈱転属 

同社システム事業部図形システム

部長 

同社バイオ推進本部部長 

当社取締役 

日立ソフトウェアエンジニアリン

グ㈱ライフサイエンス推進本部長 

同社ライフサイエンス本部長 

当社常務取締役 

マーケティング部長 

当社常務取締役 

新規事業部長(現任) 

（注）３ 10

取締役   山 本 章 治 昭和21年11月14日

昭和44年６月

平成11年４月

  

平成13年４月

  

平成13年６月

平成15年６月

平成15年10月

  

平成17年６月

平成18年４月

㈱日立製作所入社 

同社情報・通信グループソフトウ

ェア事業部長 

日立ソフトウェアエンジニアリン

グ㈱開発事業部長 

同社常務取締役開発事業部長 

同社執行役専務兼取締役 

同社執行役専務兼取締役 

海外生産拠点推進本部長 

当社取締役(現任) 

日立ソフトウェアエンジニアリン

グ㈱執行役専務兼取締役 

情報管理対策本部長(現任) 

（注）３ ―

取締役   小 松 康 雄 昭和41年４月30日

平成７年４月

平成12年４月

平成14年10月

  

平成15年４月

  

平成17年４月

  

  

平成17年６月

北海道大学大学院薬学研究科助

手 

当社入社 

事業推進部研究開発グループマネ

ージャー 

独立行政法人産業技術総合研究所

生物機能工学部門主任研究員 

同研究所ゲノムファクトリー研

究部門核酸工学研究グループ長 

(現任) 

当社取締役(現任) 

（注）３ ―



  

(注) １ 取締役山本章治氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役今井庸介、茂村力及び坂本洋一の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４ 任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５ 任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

６ 任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

  

  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(株) 

取締役 研究開発 
部長 的 場 亮 昭和40年３月12日

平成３年４月

平成５年４月

  

平成９年４月

  

平成14年４月

  

平成18年４月

日本学術振興会特別研究員 

財団法人地球環境産業技術研究

機構本部研究員 

国立奈良先端科学技術大学院大

学教員 

米国国立衛生研究所 

Research Scientist 

当社入社 

研究開発部長(現任) 

（注）４ 80

監査役 
（常勤）   今 井 庸 介 昭和18年10月９日

昭和45年８月

昭和45年９月

  

昭和61年12月

平成13年６月

  

平成15年５月

平成15年６月

日立電子エンジニアリング㈱入社 

日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱転属 

同社第１技術本部第４設計部長 

新日本システムサービス㈱取締

役社長 

同社顧問 

当社監査役(現任) 

（注）５ 10

監査役   茂 村 力 昭和24年７月17日

昭和50年４月

平成11年７月

平成13年４月

  

平成15年３月

平成16年６月

（株）日本債券信用銀行 入行 

同行国際業務室長 

日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱入社 経理部専任部長 

同社グループ会社室室長(現任) 

当社監査役(現任) 

（注）６ ―

監査役   坂 本 洋 一 昭和24年１月23日

昭和46年４月

平成４年８月

  

平成11年10月

  

平成16年３月

  

  

平成16年６月

㈱日立製作所入社 

同社公共情報本部学術情報シス

テム部長 

同社ライフサイエンス推進事業

部事業企画本部本部長 

日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱転属 ライフサイエンス

本部本部長 (現任) 

当社監査役(現任) 

（注）６ ―

計 1,450 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  当社は、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題と認識しており、当社役員及び社員の行動規範として

「ＤＮＡチップ研究所企業行動基準」を制定して、公正かつ透明な企業行動、法と正しい企業理念に基づく行動、

経営及び技術情報の価値の尊重等について徹底を図っております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 当社のコーポレート・ガバナンス体制、経営監視及び内部統制の仕組みは、次の通りです。 

  

 

  

(3) コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの実施状況 

 取締役会は取締役５名(うち社外取締役１名）で構成され、会社の経営方針、経営戦略及び重要な意思決定ならび

に業務執行の監督を行なっており、月１回定例開催しております。取締役会には常勤監査役・非常勤監査役は常時出

席し、取締役とは責務を異にする独立機関であることを充分認識し、積極的かつ活発な意見陳述も行っており、監査

役の業務監査権限が適切に機能する運営体制となっております。 

また、取締役会とは別に個別経営課題の協議の場として、取締役、常勤監査役、各部門マネージャ以上により構成

する経営会議を毎月１回開催しております。経営会議では、経営計画、組織体制、財務状況、営業状況等の実務的な

検討が行われ、迅速な経営の意思決定に寄与しております。 

監査役会は監査役３名で構成され、全員が社外監査役でうち１名が常勤であり、監査役会が策定した監査計画に従

って、業務活動の全般にわたり、妥当性、有効性、法令遵守状況等につき、取締役会、経営会議への出席、重要な書

類の閲覧等を通じた監査を行なっております。さらに、監査役会は会計監査人から監査計画、監査の実施状況等の報

告を受けるとともに、監査室より内部監査の状況についても報告を受ける等、情報交換を行い会計監査人、監査室と

の相互連携を図っています。 

内部監査は、当社の全部署の業務につき、社長の特命に基づいて、監査室を中心に業務の適切な運営、改善を図る

と共に、財産を保全し不正過誤の予防に資することを目的として、計画的・網羅的に実施されております。内部監査

の状況については、監査役及び会計監査人に報告を行なっております。 

  



(4) 会計監査の状況 

当社の会計監査人には、新日本監査法人を選任し監査契約を締結しております。公認会計士監査は、月次及び四半

期・期末の財務諸表等について実施しており、正しい経営情報を提供するなど、公正不偏な立場から監査が実施され

る環境を整備しております。 

  

平成19年３月期における会計監査の体制は以下のとおりです。 

業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人 

 ＊継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。 

  なお、同監査法人は既に自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与すること

のないよう措置をとっております。 

  

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 １名  会計士補 数名 

  

(5) 当社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役山本章治氏は、当社の筆頭株主である日立ソフトの執行役員を兼務しております。 

また、社外監査役坂本洋一及び茂村力の両氏は、当社の筆頭株主である日立ソフトの従業員であります。 

  

(6) 役員報酬の内容 

  取締役の年間報酬総額 ５名 45,548千円（うち、社外取締役 １名  1,200千円） 

  監査役の年間報酬総額 ３名  7,945千円（うち、社外監査役 ３名  7,945千円） 

  

(7) 監査報酬の内容 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  6,000千円 

  上記以外の報酬は、新株予約権付社債の発行に関して行ったコンフォ－ト・レタ－作成業務に係る報酬  1,000

千円であります。 

  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人 

指定社員 業務執行社員 渡 辺 憲 雄 新日本監査法人 

指定社員 業務執行社員 尾 崎 隆 之 新日本監査法人 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当

事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けておりま

す。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社を有していないため、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号)による連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     548,112     1,160,663   

２ 受取手形 ※２   88,419     88,242   

３ 売掛金     196,061     233,228   

４ 商品     19,200     50,887   

５ 仕掛品     11,740     ―   

６ 研究補助金未決算金 ※３   ―     25,000   

７ その他     10,527     8,007   

  流動資産合計     874,061 64.6   1,566,029 79.9 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物   420     420     

  減価償却累計額   △195 224   △227 192   

(2) 工具器具備品 ※４ 340,683     357,335     

  減価償却累計額   △264,661 76,022   △295,236 62,098   

 有形固定資産合計     76,247 5.6   62,291 3.2 

２ 無形固定資産               

(1) ソフトウェア     6,146     4,654   

(2) 施設利用権     582     582   

(3) その他     4,815     2,754   

 無形固定資産合計     11,544 0.9   7,991 0.4 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     190,000     122,500   

(2) 長期性預金     200,000     200,000   

(3) その他     1,362     1,164   

 投資その他の資産合計     391,362 28.9   323,664 16.5 

固定資産合計     479,153 35.4   393,947 20.1 

資産合計     1,353,215 100.0   1,959,976 100.0 

       



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金     238,366     247,339   

２ 未払金     1,000     1,079   

３ 未払費用     23,416     28,057   

４ 未払法人税等     1,231     3,638   

５ 預り金     1,505     2,940   

 流動負債合計     265,520 19.6   283,054 14.4 

Ⅱ 固定負債               

 退職給付引当金     702     948   

 固定負債合計     702 0.1   948 0.1 

 負債合計     266,222 19.7   284,003 14.5 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※１   616,500 45.5   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金               

 資本準備金     529,050     ―   

 資本剰余金合計     529,050 39.1   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金               

 当期未処理損失     58,557     ―   

 利益剰余金合計     △58,557 △4.3   ― ― 

 資本合計     1,086,992 80.3   ― ― 

 負債及び資本合計     1,353,215 100.0   ― ― 

       



  

  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     ― ―   1,116,368 57.0 

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金   ―     1,028,918     

資本剰余金合計     ― ―   1,028,918 52.5 

３ 利益剰余金               

(1) その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   ―     △469,313     

利益剰余金合計     ― ―   △469,313 △23.9 

株主資本合計     ― ―   1,675,972 85.5 

純資産合計     ― ―   1,675,972 85.5 

負債純資産合計     ― ―   1,959,976 100.0 

       



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１             

１ 研究受託   310,339     310,173     

２ 商品販売   449,537 759,877 100.0 476,947 787,120 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※1,3             

１ 研究受託   381,026     415,249     

２ 商品販売   413,550 794,577 104.6 448,233 863,482 109.7 

  売上総損失     34,699 △4.6   76,361 △9.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3   229,564 30.2   258,908 32.9 

  営業損失     264,263 △34.8   335,270 △42.6 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   2,767     3,605     

２ 雑収益   29 2,796 0.4 271 3,877 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

１ 株式交付費   ―     3,648     

２ 社債発行費   ―     6,918     

３ 雑損失   1,222 1,222 0.2 345 10,913 1.4 

  経常損失     262,688 △34.6   342,306 △43.5 

Ⅵ 特別利益     ― ―   ― ― 

Ⅶ 特別損失               

１ 投資有価証券評価損   ― ― ― 67,500 67,500 8.6 

税引前当期純損失     262,688 △34.6   409,806 △52.1 

  法人税、住民税及び 
  事業税 

950     950     

  法人税等調整額   8,744 9,694 △1.3 ― 950 △0.1 

当期純損失     272,383 △35.8   410,756 △52.2 

  前期繰越利益     213,826     ―   

  当期未処理損失     58,557     ―   

      



売上原価明細書 

ａ 研究受託売上原価 

  

（注）※１ 主な内訳は、次のとおりであります。 

※２ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

  

(原価計算の方法) 

 当社の原価計算の方法は、研究受託品別の原価計算を行っております。 

ｂ 商品販売売上原価 

（注）※他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

Ⅰ 労務費   112,677 28.7 119,424 26.3 

Ⅱ 経費 ※１ 280,088 71.3 334,688 73.7 

 当期総製造費用   392,766 100.0 454,113 100.0 

 期首仕掛品たな卸高   －   11,740   

合計   392,766   465,853   

 期末仕掛品たな卸高   11,740   －   

  他勘定振替高 ※２ －   50,603   

  当期売上原価   381,026   415,249   

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円) 

減価償却費 47,366 34,644 

研究用消耗品費 148,031 168,237 

外注経費 19,129 31,839 

賃借料 48,186 44,117 

研究用品費 1,121 1,664 

前事業年度   当事業年度   

補助金研究費の振替 

一般管理費への振替 

研究補助金未決算金への振替 

  

－ 

－ 

補助金研究費の振替 

一般管理費への振替 

研究補助金未決算金への振替 

  

25,603千円 

25,000千円 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

Ⅰ 期首商品たな卸高   42,350 9.8 19,200 3.8 

Ⅱ 当期商品仕入高   390,700 90.2 492,697 96.2 

  合  計   433,050 100.0 511,897 100.0 

Ⅲ 期末商品たな卸高   19,200   50,887   

Ⅳ 他勘定振替高 ※ 300   12,776   

  当期売上原価   413,550   448,233   

前事業年度 当事業年度 

研究使用分の研究部門費への振替 300千円 研究使用分の研究部門費への振替 12,435千円 

    販売促進費の販売費への振替 341千円 



③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  資本金 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計 
繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 616,500 529,050 529,050 △58,557 △58,557 

事業年度中の変動額           

 新株の発行 499,868 499,868 499,868     

 当期純損失       △410,756 △410,756 

事業年度中の変動額合計(千円) 499,868 499,868 499,868 △410,756 △410,756 

平成19年３月31日残高(千円) 1,116,368 1,028,918 1,028,918 △469,313 △469,313 

  

株主資本 

純資産合計 
株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,086,992 1,086,992  

事業年度中の変動額      

 新株の発行 999,736 999,736  

 当期純損失 △410,756 △410,756  

事業年度中の変動額合計(千円) 588,979 588,979  

平成19年３月31日残高(千円) 1,675,972 1,675,972  



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税引前当期純損失   △262,688 △409,806 

減価償却費   47,513 34,745 

退職給付引当金増加額   183 246 

受取利息   △2,767 △3,605 

株式交付費   ― 3,648 

社債発行費   ― 6,918 

投資有価証券評価損   ― 67,500 

外形標準課税に係る未払事業税の 

増減額(△は減少) 
  △2,632 2,099 

売上債権の増減額(△は増加)   276,315 △36,990 

たな卸資産の増減額(△は増加)   12,501 △19,947 

仕入債務の増減額(△は減少)   △108,882 8,972 

未払消費税等の減少額   △3,919 ― 

未払費用の増加額   8,184 4,640 

研究補助金未決算金の増減額(△は増加)   39,567 △25,000 

その他   △9,468 3,770 

 小計   △6,092 △362,805 

利息の受取額   2,767 3,605 

法人税等の支払額   △11,734 △642 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △15,059 △359,842 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

投資有価証券の取得による支出   △100,000 ― 

有形固定資産の取得に係る 

国庫補助金の入金 
  6,933 ― 

有形固定資産の取得による支出   △17,888 △16,651 

無形固定資産の取得による支出   △10,018 △585 

差入敷金保証金の支払による支出   △374 △388 

差入敷金保証金の戻入による収入   87 586 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △121,260 △17,038 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

新株予約権付社債発行による収入   ― 993,081 

株式発行による支出   ― △3,648 

株式分割による支出   △3,487 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △3,487 989,432 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少)   △139,806 612,550 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   687,919 548,112 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 548,112 1,160,663 

      



⑤ 【損失処理計算書】 

  

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
当事業年度

(平成18年６月23日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失     58,557 

Ⅱ 損失処理額     ― 

Ⅲ 次期繰越損失     58,557 

    



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

   時価のないもの 

    同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  商品 

   移動平均法に基づく低価法 

  貯蔵品 

   最終仕入原価法 

  仕掛品 

   個別法に基づく原価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  商品 

   同左 

  貯蔵品 

   同左 

  仕掛品 

   同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   建物…定額法 

    (建物付属設備は定率法) 

   工具器具備品…定率法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

     工具器具備品  ４～15年 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   同左 

 (2) 無形固定資産 

   …定額法 

    但し、ソフトウェア(自社利用分)については、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。 

 (2) 無形固定資産 

   同左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   営業債権等の貸倒による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収の可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

   なお、当事業年度における回収不能見込額はな

く、貸倒引当金の計上はありません。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける自己都合退職金要支給額を退職給付債務とし

て計上しております。 

 (2) 退職給付引当金 

   同左 

５ 繰延資産の処理方法 

   ________________________ 

５ 繰延資産の処理方法 

 (1) 社債発行費 

   支出時に全額費用として処理しております。 

 (2) 株式交付費 

   支出時に全額費用として処理しております。 

  



  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

６ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理方法によ
っております。 

６ リース取引の処理方法 

  同左 

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期の到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、且つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期投資を計上しております。 

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  同左 

８ その他財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

８ その他財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   同左 



会計処理の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

なお、これによる損益への影響はありません。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日）を適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

1,675,972千円であります。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。 

  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

(損益計算書関係) 

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

※１ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

    会社が発行する株式の総数 

    発行済株式の総数 

  普通株式 100,800株

  普通株式 27,200 

  

     ________________________ 

  

     ________________________ 

  

※２ 期末日の満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済しております。 

   なお、当事業年度の末日が金融機関の休日であっ

たため、次の当事業年度末日の満期手形が、当事業

年度末日残高に含まれております。 

   受取手形       966千円 

  

     ________________________ 

  

※３ 研究補助金未決算金の計上 

  当社は国等の補助金事業に対して補助金付研究の提

案を行い、その認可を受けて行なっている研究があ

り、当該研究で支出した研究費のうち補助金交付対

象金額相当額を計上しております。 

※４ 有形固定資産について、当事業年度に国庫補助金

を受け日本公認会計士協会監査第一委員会報告第43

号「圧縮記帳に関する監査上の取扱い」により取得

価額から控除した圧縮記帳額は、次のとおりであり

ます。 

工具器具備品  6,933千円 

  

   ________________________ 

 ５ 資本の欠損 

   資本の欠損の額は、58,557千円であります。 

  

     ________________________ 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売上高 121,541千円

仕入高 297,735 

  

 ________________________  

    

    

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は次

のとおりであります。 

給与諸手当等 41,510千円

役員報酬 56,820 

賃借料 15,956 

外注経費 11,909 

研究開発費 35,664 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は次

のとおりであります。 

給与諸手当等 50,754千円

役員報酬 53,493 

賃借料 14,729 

外注経費 11,370 

研究開発費 49,556 

   なお、このうち販売費の割合は概ね19％でありま

す。 

   なお、このうち販売費の割合は概ね21％でありま

す。 

    

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、35,664千円であります。 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、49,556千円であります。 

  



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

新株予約権の行使による増加 6,697株 
  

２ 自己株式に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

当社は、平成18年6月21日を払込期日として、第三者割当による第1回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行
いたしました。 

 なお、上記無担保転換社債型新株予約権付社債は、平成18年12月7日付の権利行使をもって全額株式への転換が完
了いたしました。 

  

(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

  第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

   

  

４ 配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 27,200 6,697 ― 33,897 

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数(株） 当事業 
年度末残高
（千円） 

前事業
年度末 

増加 減少 
当事業 
年度末 

提出会社 

第1回無担保転換社

債型新株予約権付社

債 

普通株式 ― 6,697 6,697 ― ― 

合計 ― 6,697 6,697 ― ― 



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

 (リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金期末残高 548,112千円

現金及び現金同等物 548,112 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金期末残高 1,160,663千円

現金及び現金同等物 1,160,663 

  

     ________________________ 

  

２ 重要な非資金取引の内容 

転換社債型新株予約権付社債の転

換による資本金増加額 
499,868千円

転換社債型新株予約権付社債の転

換による資本準備金増加額 
499,868 

その他 263 

転換による転換社債型新株予約権

付社債の減少額 
1,000,000 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



(有価証券関係) 

Ⅰ 前事業年度(平成18年３月31日) 

１ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

Ⅱ 当事業年度(平成19年３月31日) 

１ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

区分 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 190,000 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 122,500 



(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

当社は、退職給付債務の算定方法として、事業年度末における自己都合退職金要支給額とする簡便法を採用して

おります。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

項目 
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

退職給付債務 (千円) 702 948 

退職給付引当金 (千円) 702 948 

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

勤務費用 (千円) 255 436 

退職給付費用 (千円) 255 436 



(税効果会計関係) 

  

  

  

  

(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社には関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社には関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

 未払事業税 1,031千円

 未払賞与 6,084 

 繰越欠損金 105,851 

 その他 1,873 

繰延税金資産 小計 114,840 

評価性引当額 △114,840 

繰延税金負債 ― 

 その他 ― 

繰延税金負債 小計 ― 

繰延税金資産の純額 ― 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

 未払事業税 1,342千円

 未払賞与 6,700 

 投資有価証券評価損 27,432 

 繰越欠損金 241,846 

 その他 1,997 

繰延税金資産 小計 279,319 

評価性引当額 △279,319 

繰延税金負債 ― 

 その他 ― 

繰延税金負債 小計 ― 

繰延税金資産の純額 ― 

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.6％

 (調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.3 

評価性引当額 △43.7 

その他 △0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △3.7 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

 (調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.5 

評価性引当額 △40.1 

その他 △0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.2 



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

当社の筆頭株主である日立ソフトウェアエンジニアリング㈱（以下日立ソフトと略す）は、当社の株式を3,266株

（議決権比率12.0%）保有いたしております。しかし、当事業年度において同社の子会社である東京システム㈱が保有

する当社の株式1,060株（議決権比率3.9％）を売却したことにより、当社は同社の持分法適用会社に該当しないこと

となりました。 

なお、当該株式売却が平成１８年３月であったため、当事業年度における取引金額及び当事業年度末における残高

等を参考に記載いたしております。 

  

(注)  上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 研究受託は、当社の見積価格を基に交渉のうえ決定しております。 

(2) 関連機器等の販売は、市場価格を基に決定しております。 

(3) ＤＮＡチップ及び関連機器等の仕入は、市場価格を基に決定しております。 

  

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

(企業結合等関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

属性 会社等の 
名称 住所 資本金 

(百万円) 事業の内容 
議決権等の
被所有割合

(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

主要株
主（法
人） 

日立ソフト
ウェアエン
ジニアリン
グ㈱ 

東京都 
品川区 34,182

システム開
発及び情報
処理機器の
販売 

  
直接 12.0 

  
  

 

兼任
１人

ＤＮＡチッ
プ関連の研
究受託、Ｄ
ＮＡチップ
及び関連機
器の仕入・
販売 

研究受託の提
供及び関連機
器等の販売 

121,541 売掛金 3,802

ＤＮＡチップ
及び関連機器
等仕入 

297,735 買掛金 133,003



(１株当たり情報) 

  

  

  

(注) 算定上の基礎 

  １ １株当たり純資産額 

  

  ２ １株当たり当期純損失 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 39,962.97円 １株当たり純資産額 49,443.10円

１株当たり当期純損失 10,014.10円 １株当たり当期純損失 13,593.10円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

平成17年5月20日付をもって、普通株式１株を２株と

する株式分割をいたしました。 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合にお

ける前事業年度の１株当たり情報については、以下のと

おりであります。 

  

  

  

１株当たり純資産額 49,977.07円

１株当たり当期純利益 2,014.92円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。 

  

項目 
前事業年度 

平成18年３月31日 

当事業年度 

平成19年３月31日 

貸借対照表の純資産の部の合計額 (千円) ― 1,675,972 

普通株式に係る純資産額 (千円) ― 1,675,972 

普通株式の発行済株式数 (株) ― 33,897 

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数 
(株) ― 33,897 

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

損益計算書上の当期純損失 (千円) 272,383 410,756 

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― 

普通株式に係る当期純損失 (千円) 272,383 410,756 

普通株式の期中平均株式数 (株) 27,200 30,218 



(重要な後発事象) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

平成18年６月６日開催の当社取締役会において、第１

回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株

予約権付社債間限定同順位特約付）の発行を決議いたし

ました。 

１ 発行総額：１，０００百万円 

２ 発行価額：１，０００百万円 

  （各社債額面金額 50,000,000円） 

３ 発行価格：額面100円につき金100円 

  ただし、本新株予約権と引換えに金銭の払込みは

要しない。 

４ 償還金額：額面100円につき金100円 

５ 償還期限：平成20年６月20日 

６ 払込期日：平成18年６月21日 

７ 資金用途：研究開発投資等に充当するため 

８ 利率  ：利息は付さない 

９ 担保又は保証：なし 

10 本社債に付する本新株予約権の数：各本社債に付す

る本新株予約権の数は１個とし、合計20個の本新株

予約権を発行する。 

11 新株予約権の行使期間：平成18年６月22日から平

成20年６月19日まで（本社債の繰上償還の場合に

は、当該償還日の前銀行営業日まで） 

12 繰上償還条項：本新株予約権付社債の発行後、株価

が10取引日連続で下限転換価額を下回った場合に

は、残存する本社債の全部を繰上償還する等一定の

場合について繰上償還が可能。 

  

該当事項はありません。 



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【有形固定資産等明細表】 

  

  

 (注) 当期増減額の主な内容 

  

  

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 その他有価証券 
㈱ＭＩＣメディカル 100 100,000 

リンク・ジェノミクス㈱ 300 22,500 

計 400 122,500 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
 (千円) 

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産               

 建物 420 ― ― 420 227 31 192 

 工具器具備品 340,683 16,651 ― 357,335 295,236 30,575 62,098 

 建設仮勘定 ― 16,651 16,651 ― ― ― ― 

有形固定資産計 341,103 33,303 16,651 357,755 295,463 30,607 62,291 

無形固定資産               

 ソフトウェア 10,570 585 ― 11,155 6,500 2,077 4,654 

 施設利用権 582 ― ― 582 ― ― 582 

 その他 6,190 ― ― 6,190 3,435 2,061 2,754 

無形固定資産計 17,342 585 ― 17,927 9,936 4,138 7,991 

 工具器具備品の増加 ……………  研究開発設備 16,651千円  

       

       



【社債明細表】 

（注） １ 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債は、平成18年12月７日付の権利行使をもって全額株式への転換が完了いたし

ましたので、当事業年度の末日における残高はありません。 

  

２ 新株予約権付社債の内容 

（注）1.本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該本社債の価額はその払

込金額と同額とする。なお、交付株式数に転換価額を乗じた額が本社債の払込金額を下回る場合には、発行会社

は、その差額分を精算金として、本新株予約権付社債の社債権者に対して直ちに交付する。 

2.本新株予約権付社債の発行後、毎月第3金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、転換価額は、決定日

まで（当日を含む。）の5連続取引日（ただし、終値（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除き、決定日が

取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの5連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）の株

式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額（10円未満を

切り捨てる。以下「決定日価額」という。）に修正される。なお、時価算定期間内に、転換価額の調整事由が生じ

た場合には、修正後の転換価額は、本新株予約権付社債の社債要項に従い当社が適当と判断する金額に調整され

る。ただし、かかる算出の結果、決定日価額が105,000円（以下「下限転換価額」という。）を下回る場合には、

修正後の転換価額は下限転換価額とし、決定日価額が315,000円（以下「上限転換価額」という。）を上回る場合

には、修正後の転換価額は上限転換価額とする。 

  

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

【引当金明細表】 

貸倒引当金の当期増減及び残高はありませんので記載を省略しております。 

  

銘柄 発行年月日 
前期末残高 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

利率 

（％） 
担保 償還期限 

第１回無担保転換社債型新

株予約権付社債 
平成18.6.21 ― ― ― 無担保社債 平成20.6.20 

合計 ― ― ― ― ― ― 

発行すべ

き 

株式の内

容 

新株予約

権の発行

価額 

株式の 

発行価格 

（円） 

発行価額の

総額 

（百万円）

新株予約権の

行使により発

行した株式の

発行価額の総

額（百万円） 

新株予約

権の付与

割合 

（％） 

新株予約権

の行使期間 

代用払込

に関する

事項 

普通株式 無償 210,000 

（当 初 発

行価格） 

（注）2 

1,000 999 100 自 平成18

年６月

22日 

至 平成20

年６月

19日 

（注）1 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 期日別明細 

  

  

区分 金額(千円) 

現金 210 

普通預金 1,160,453 

合計 1,160,663 

相手先 金額(千円) 

レノバサイエンス㈱ 32,261 

理科研㈱ 27,785 

池本理化工業㈱ 10,295 

㈱アズバイオ 5,187 

㈱池田理化 3,095 

その他 9,616 

合計 88,242 

期日 金額(千円) 

平成19年３月 満期 966 

平成19年４月 満期 16,830 

平成19年５月 満期 33,132 

平成19年６月 満期 37,313 

合計 88,242 



③ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 商品 

  

  

相手先 金額(千円) 

理科研㈱ 102,688 

和光純薬工業㈱ 26,983 

和研薬㈱ 26,810 

（社）バイオ産業情報化コンソ－シアム 26,746 

㈱ＡＴＰ 15,503 

その他 34,495 

合計 233,228 

期首残高(千円) 
  

(Ａ) 

当期発生高(千円)
  

(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  

(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  

(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 

２ 
(Ｂ) 
365 

196,061 826,477 789,309 233,228 77.2 94.8 

区分 金額(千円) 

マイクロアレイ読取装置 10,000 

マイクロアレイ情報処理パッケージ 3,150 

マイクロアレイ 37,737 

合計 50,887 



⑥ 長期性預金 

  

⑦ 買掛金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 区分 金額(千円) 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 定期預金 200,000 

合計   200,000 

相手先 金額(千円) 

㈱ジ－エヌアイ 70,350 

Ｓｏｌｅｘａ．Ｉｎｃ 47,110 

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱ 42,046 

アジレント・テクノロジ－㈱ 24,299 

バイオエクスプレスジャパン㈱ 19,467 

その他 44,065 

合計 247,339 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注） 事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができない場合には、日本経済新聞に掲載いたします。 
  

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月末日 

株券の種類 
１株券、10株券、100株券、1,000株券の４種、但し当会社が必要と認めた株式数を表
示した株券。 

剰余金の配当の基準日 ９月末日、３月末日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社本店 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社 

  取次所 東京証券代行株式会社 各取次所 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 印紙税相当額と発行に要する費用を加算 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 ― 

  株主名簿管理人 ― 

  取次所 ― 

  買取手数料 ― 

公告掲載方法（注） 
電子公告
電子公告は、当会社のホ－ムペ－ジに掲載しております。 
（ホ－ムペ－ジアドレス http://www.dna-chip.co.jp/） 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第７期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月26日関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 

  事業年度 第８期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月20日関東財務局長に提出 

  

(3) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書を平成18年

12月26日関東財務局長に提出 

  

(4) 有価証券届出書及びその添付書類 

  転換社債型新株予約権付社債発行 平成18年６月６日関東財務局長に提出 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月23日

株式会社ＤＮＡチップ研究所 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＤＮＡチップ研究所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ＤＮＡチップ研究所の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年６月６日開催の取締役会において、第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債の発行を決議し、平成18年６月21日付で発行した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  渡  辺  憲  雄  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  若  林  正  和  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管しており

ます。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月22日

株式会社ＤＮＡチップ研究所 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＤＮＡチップ研究所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ＤＮＡチップ研究所の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  渡  辺  憲  雄  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  尾  崎  隆  之  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管しており

ます。 
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